
財政状況等一覧表（平成２１年度決算）

（単位：百万円）

団体名　　和歌山県 標準税収入額等
A

普通交付税額
B

臨時財政対策
債発行可能額C

標準財政規模
A+B+C

95,127 139,541 44,570 279,238

１．一般会計等の財政状況
（単位：百万円）

一般会計 560,372 554,218 6,155 2,593 13,149 840,875

農林水産振興資金特別会計 1,751 518 1,234 － 46 247

中小企業振興資金特別会計 1,426 546 879 － － 7,805

母子寡婦福祉資金特別会計 179 133 46 － － 303

修学奨励金特別会計 324 317 7 － 82 －

職員住宅特別会計 490 293 197 197 － －

市町村振興資金特別会計 3,317 1,119 2,198 － － －

自動車税等証紙特別会計 2,212 2,208 4 4 － －

用地取得事業特別会計 7,594 7,593 1 1 110 8,097

公債管理特別会計 94,878 94,878 － － 73,058 －

一般会計等 561,673 550,953 10,720 2,794 857,328

※「一般会計等」の数値は、各会計間の繰入・繰出などを控除（純計）したものであることから、各会計間の合計額と一致しない項目がある。

２．公営企業会計等の財政状況
（単位：百万円）

県立こころの医療センター事業会計 1,993 2,243 △ 249 291 757 6,367 5,979 法適用

工業用水道事業会計 727 496 231 2,030 － － － 法適用

土地造成事業会計 1,858 2,445 △ 586 － － 11,398 － 法適用

県営港湾施設管理特別会計 959 862 97 33 264 4,117 1,626

流域下水道事業特別会計 4,574 4,490 84 59 736 11,862 11,862

県営競輪事業特別会計 13,151 12,880 271 271 34 － －

公営企業会計等　計 2,684 33,744 19,467

　（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法の全部又は一部を適用する公営企業である。
　　　　　２．法適用企業会計以外の特別会計については「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「形式収支」を表示している。
　　　　　３．「資金剰余額／不足額（実質収支）」は、地方公共団体財政健全化法に基づくものであり、資金不足額がある場合には負数（△～）で表示している。
　　　　　４．「左のうち一般会計等繰入見込額」は、企業債(地方債)現在高のうち将来負担比率に算入される部分の金額である。

３．関係する一部事務組合等の財政状況
（単位：百万円）

一部事務組合等　計

一部事務組合等名
総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

備考

形式収支

他会計等から
の繰入金

左のうち一般会計
等負担見込額

備考
企業債（地方
債）現在高

他会計等から
の繰入金

純損益
（形式収支）

資金剰余額／不
足額（実質収支）

歳出

純損益
（形式収支）

資金剰余額／不
足額（実質収支）

実質収支会計名 備考

会計名
総収益
（歳入）

総費用
（歳出）

歳入

企業債（地方
債）現在高

左のうち一般会計
等繰入見込額

地方債現在高
他会計等から

の繰入金

該当なし



４．地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況
（単位：百万円）

和歌山県土地開発公社 244 △ 20,402 50 75 14,119 23,061 － 20,015

和歌山県道路公社 27 422 422 － 221 11 － －

和歌山県住宅供給公社 42 △ 372 5 2 500 － － －

財団法人和歌山県国際交流協会 △ 1 549 200 － － － － －

社団法人和歌山県私学振興基金協会 △ 1 491 132 － － － － －

社団法人和歌山県青少年育成協会 30 342 157 25 － － － －

財団法人和歌山県救急医療情報センター 13 24 5 － － － － －

財団法人和歌山県角膜・腎臓移植推進協会 0 59 26 1 － － － －

財団法人和歌山県民総合健診センター 17 115 9 6 － － － －

財団法人わかやま産業振興財団 64 1,478 5 291 8,353 － － －

財団法人和歌山県勤労福祉協会 4 10 3 － － － － －

ウィンナック株式会社 10 47 20 － － － － －

財団法人和歌山県農業公社 1 327 1 17 371 － 12 8

社団法人畜産協会わかやま 3 76 15 4 － － － －

社団法人わかやま森林と緑の公社 3 112 10 91 7,854 － 4,577 4,119

財団法人和歌山県栽培漁業協会 3 1,234 931 － － － － －

財団法人和歌山県下水道公社 △ 1 45 13 － － － － －

南紀白浜空港ビル株式会社 26 423 150 － 225 － － －

財団法人和歌山県文化財センター △ 8 29 10 4 － － － －

財団法人和歌山県水上安全協会 △ 1 324 321 － － － － －

財団法人和歌山県暴力団追放県民センター △ 8 803 709 － － － － －

財団法人和歌山社会経済研究所 △ 7 803 100 11 － － － －

財団法人和歌山県老人クラブ連合会 0 134 5 11 － － － －

社団法人和歌山県経済センター △ 38 226 0 5 － － － －

株式会社和歌山リサーチラボ 4 1,606 300 10 － － － －

社団法人和歌山県果実生産出荷安定基金協会 △ 2 220 25 3 － － － －

財団法人和歌山県人権啓発センター 1 36 30 53 － － － －

財団法人紀南環境整備公社 0 61 20 4 － － － －

公立大学法人和歌山県立医科大学 433 53,681 56,524 4,055 3,953 － － －

財団法人和歌山地域地場産業振興センター 3 303 5 2 － － － －

財団法人紀の川水源地域対策基金 0 277 67 － － － － －

関西国際空港株式会社 925 599,291 12,458 － 1,382 － － －

地方公社・第三セクター等　計 72,728 4,670 36,978 23,072 4,589 24,142

　（注）　損益計算書を作成していない社団・財団法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を表示している。

５．充当可能基金の状況
（単位：百万円）

充当可能基金名
平成20年度

決算　A
平成21年度

決算　B
差引
B-A

財 政 調 整 基 金 3,988 4,013 25

減 債 基 金 17,397 14,544 △ 2,853

その他充当可能基金 38,434 37,916 △ 518

充当可能基金 計 59,819 56,473 △ 3,346

　（注） 「充当可能基金」とは、基金のうち地方債の償還等に充当可能な現金、預金、国債、地方債等の合計額をいい、貸付金及び不動産等を含まない。

６．財政指標の状況

財政指標名
平成20年度

決算　A
平成21年度

決算　B
差引
B-A

早期健全化
基準

財政再生
基準

平成20年度
決算　A

平成21年度
決算　B

差引
B-A

実 質 赤 字 比 率 1.12 1.00 △ 0.12 △ 3.75 △ 5.00 － － －

連結実質赤字比率 2.45 1.96 △ 0.49 △ 8.75 △ 25.00 － － －

実 質 公 債 費 比 率 10.1 11.1 1.0 25.0 35.0 － － －

将 来 負 担 比 率 207.1 205.1 △ 2.0 400.0 － － －

財 政 力 指 数 0.34 0.35 0.01 － － －

経 常 収 支 比 率 92.5 94.3 1.8

　（注）　１．「実質赤字比率」・「連結実質赤字比率」・「資金不足比率」は負数（△～）で表示している。
　　　　　２．「実質赤字比率」・「連結実質赤字比率」は、収支が黒字の場合には便宜的に当該黒字の比率を正数で表示している。
　　　　　３．早期健全化基準に相当する「資金不足比率」の「経営健全化基準」は、公営競技を除き、一律 △20％である（公営競技は0％）。
　　　　　４．「早期健全化基準」及び「財政再生基準」は平成21年度決算における基準である。

地方公社・第三セクター等名 経常損益
純資産又は
正味財産

当該団体から
の出資金

当該団体から
の補助金

当該団体からの
損失補償に

係る債務残高
備考

当該団体から
の貸付金

当該団体からの
債務保証に

係る債務残高

一般会計等
負担見込額

資金不足比率
（公営企業会計名）

流域下水道事業特別会計

県営港湾施設管理特別会計

土地造成事業会計

工業用水道事業会計

県立こころの医療センター事業会計


